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第10章
中国の経済発展と利害調整
地域間再分配政治の視座から
三宅 康之
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おわ りに
はじめに
1970年 代末に始まった改革 ・開放政策の下で、中国は1979-1999に かけての20年 間の実質
GDP成 長率が年平均9.6%と い う瞠目すべき成長を遂げた(中 国統計年鑑:2000年版)。 しかし、
インフレ、官僚ブローカーの汚職腐敗から天安門事件に至るまでさまざまな問題が噴出したよ
うに、その道程はけっ して順調ではなかった。とりわけ地域格差の拡大は国家そのものの枠組
を揺るが しかねない最重要課題として当局からきわめて高い注意が払われてきた。またそれだ
けに内外の研究者の関心を引きつけ、格差の実態の測定、格差発生のメカニズムの解明、格差
拡大防止への政策提言などが、おもに経済学のアプローチで取 り組まれてきた1。本章は、そ
れらの知見を前提としつっ、地域格差拡大に対して政治学からのアプローチの可能性を探究す
る試みである。
改革期中国における地区間の格差の状況 と拡大の推移については、例えば表1な らびに表2
を見るだけでも明 らかであるし、あるいは所得分配の平等度を計測するジニ係数をとっても、
世銀報告書の算出によると1981年 の0.28か ら1995年 には0.38に 拡大 し、1998年 には0.42に 達
した とい う2。換言すれば20年 前には貧困を共有 していた平等社会から急成長に伴い格差も急
1さ しあ た り中兼(1996)に よる 先 行研 究 サ ー ベ イ を参 照。 そ の 後 も多 くの成 果 が 生 まれ て お り、 な か
で も加 藤(1997)、 中兼(1999)が 優 れ て い る。
2WorldBank(1997b)、WorldBank(2000)。
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表1三 大地区基本データ(2000年)
土地面積(万 雌:%) 人口(万 人:%) GDP(億 元:%) GDP1人(元:指 数)
東 部 129.83(13。5) 53622(42.4)57749(59.4)10770(1.00)
中 部 285.25(29.7)43940(34.8)26266(27.0)5978(0.56)
西 部 545.10(56.8)28666(22.7)13203(13.6)4606(0.43)
東 部:北 京 ・天 津 ・河 北 ・遼 寧 ・上 海 ・江蘇 ・浙 江 ・福 建 ・山東 ・広 東 ・広 西 ・海 南
中部:山 西 ・内蒙 古 ・吉 林 ・黒 竜 江 ・安 徽 ・江西 ・河 南 ・湖 北 ・湖 南
西 部:重 慶 ・四川 ・貴 州 ・雲 南 ・西 蔵 ・陝 西 ・甘粛 ・青 海 ・寧夏 ・新 疆
出 所:大 西(2001)に 基 づ き 筆者 作 成
原 出:『 中 国 統 計 年 鑑2001年 版 』
表2全 国GDPに 占める割合の推移(%)
沿海地方 内陸地方
全 国 東 部 中 部 西 部
1978 100 52.5 30.78 16.72
1985 100 52.8 31.08 16.12
1990 100 54.0 29.85 16.15
1995 100 58.3 27.55 14.15
2000 100 59.4 27.02 13.58
出所:『 中国統計年鑑』各年版から算出
拡大 し、今 日では危険水域に入 りつつあることになる。
格差拡大の問題は角度を変えると、経済成長の果実をどのように分配するか、つま り、成長
と分配の問題 と置きなおすことができる(別 言すれば効率と公平の問題 ともいえる)。一般に、
経済成長のためには投資効率の良い部門 ・地域にリソースを集中することが望ましい。 ところ
が、経済成長の過程においては良かれ悪 しかれ勝者と敗者が生 じざるを得ない。そして勝者と
敗者、すなわち成長部門と衰退部門、あるいは成長地域と後進地域の間で成長の果実の分配に
関して何 らかのかたちで調整がなされない社会においては早晩活力が失われた り秩序の混乱が
生 じたりし、引いては持続的成長を阻害するに至るであろう。 したがって持続的成長には安定
した政治的経済的環境の維持が前提であり、そのためには効率の追求のみならず何 らかの分配
により格差拡大に歯止めをかけ、社会の不安定化を回避する努力が必要である。 しかし他方で、
分配の公平を優先すると成長部門(地 域)が 衰退部門(地 域)の 犠牲とな り、成長にマイナス
の影響を及ぼしうることも自明である。
では成長 と分配のバランスはいかに達成 されるのか。この疑問は従来もっぱ ら開発経済学の
分野で問われてきた。古典的な主張として、クズネ ッツ(Kuznets,1955)が 先進国における
発展過程の観察をもとに提起 した 「逆U字 仮説」がある。発展段階が低い時期には相対的に所
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得分配は平等であるが、経済発展が進むにつれて格差が急速に拡大する段階が現れ、その後次
第に所得分配は平等化に向か う、 とい うものである。地域格差についてもウィリアムソン
(Williamson,1965)が 同様の観察をしている。 ウィリアムソンが市場に委ねておけば自然に
平等化すると述べておらず、格差縮小の要因として中央政府の政策を挙げていることは注 目に
値する。ただし、残念ながら指摘にとどまり十分に展開されていない3。
他方、東アジアの高成長地域を検討 した世銀報告書 『東アジアの奇跡』では、成長と分配の
平等が同時進行す る 「成長の共有」が当該地域の特徴 と指摘 している。同報告書は政府介入を
市場友好的アプローチであったとして容認 し、「成長の共有」のための政府による機会創出メ
カニズムの導入を評価 している(WorldBank,1993:第4章)。機会創出メカニズムのリス
トには教育の普及、土地改革、中小企業支援、公共住宅 ・医療サービスの提供、きめ細やかな
労働運動対策が含まれる。 しかしながらその一部には格差の固定化や拡大の生じ得る要素が含
まれてお り、一概に有効 と言えない。例えば、中国において公共サービスは都市部でのみ提供
され、都市と農村の格差の鋭い問題点 となっている。加えて、成長に伴 う再分配政策の過程あ
るいは制度化について同報告書は十分に明らかにしていないし、そもそも地域格差の問題につ
いては 「成長の共有」によって地域格差は生 じなかったのか、あるいは分析対象の多くが小国
であって問題 とならないためか、ほとんど注意が払われていない。
ここで強調 しておきたいのは、成長 と分配に関していずれの代表的な主張も政府の介入を排
除していないことである。むしろ先行研究は、成長 と分配のバランスは市場を通じて自然に達
成 され るのではなく、政治によって決定 され うることを示唆 していると解釈可能である。敷衍
すれば、成長 と分配、そして開発に伴 う格差拡大の問題は他の開発の問題 と同じく政治学の問
題 として捉えなおす余地があ り、またそのような試みがなされるべきなのである4。 そこで以
下では、中国における成長 と分配の政治、別言すれば地域間再分配の政治の分析 とい う視座か
ら格差問題に新たな光をあてることを目指す`。
では中国において成長 と分配の問題はいかなる政治的展開を遂げたのか。そして成長 と分配
の間でいかにバランスがとられたのか。また両者の間で何 らかの制度化は進められたのか。
地域間再分配の現実の政治過程においては、中央政府の財政移転を通じた省 レベルの地方間
の再分配が主 となる(以 下、地方は省 レベルを指す)。 まず歳入面で、中央政府 と地方政府の
問で財政収入の分配をめぐり利害調整が行われ、次に歳出面で、貧困地方の赤字補填 と地域開
発戦略に基づく地域傾斜政策に沿った投資をめぐる調整が行われる。つま り、財政収入分配方
式 と地域開発戦略が連関性を持ちつつ、政府間関係を軸に再分配政策をめぐる政治が展開して
3Williamson,1965:7,9。なお中兼によると近年では 「逆U字 仮説」に否定的な見解も現れていると
いう(中 兼、1999:120)。
4恒 川(童998)の 「開発経済学から開発政治学へ」との問題提起をあわせて想起されたい。
5こ うした政治経済学の角度から中国の地域間不均衡発展問題 と地域政策再編の分析を行った先行研究
としてYang(1997)が あるが、財政の問題とはさほど緊密に結び付けて論じていない。
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きたのである。 したがって、中央政府と地方政府の財政収入の分配をめぐる交渉が地域間再分
配政治の最初の焦点となる。
ところが改革期に財政制度は請負制度か ら分税制へと二度の重要な転換を必要 とした。 この
ことは、市場化改革により毛沢東時代に成立 していた計画経済システムを通じた再分配メカニ
ズムが変容を余儀iなくされ、財政請負制度も成長のエンジンとなるものの再分配メカニズムと
してはうまく機能せず、新たな制度が模;索されていたことを意味する。その背景 として、二つ
の大きな政治的要因を指摘できる。第一に、タテの要因である。中央政府 と地方政府 との間の
責任分担が中央政府は成長のみならず、マクロバランスの安定維持の責任 を負っていたのに対
し、地方政府は管轄地区の社会秩序の安定も要請されたが、地域経済のバランスを取るための
権限は十分に与えられず、成長を追求するよう強力なインセンティブが与えられていた。第二
には、ヨコ、地域的要因である。地方政府も沿海 と内陸の立地により自ず と利害関心が異なる。
沿海地方の優先は内陸地方の不満を、内陸地方の優先は沿海地方の不満を呼び起こす。また、
再分配のためには富裕地域から剰余を吸い上げ、貧困地域に資本投下しなければならない。こ
こでまた中央はジレンマに陥る。すなわち、地方の積極性を引き出すためには請負制度が有効
であるのは実証済みであるが、しかしそれは中央の取 り分を減少させがちだし、地方に対する
コントロールも低下させ うる。 しかも請負制度は地方政府の積極性のみならず地方エゴをも引
き出すことになる。他方、再分配を強化すると先進地方の活力を低下させ、全体の成長を阻害
する蓋然性が高い。その上、沿海優先、内陸優先のいずれを選択するにせよ、疎外された地方
と反対勢力の連合形成の機会が生じうることを中央の実務指導者は考慮 しなければならない。
調整の失敗や不作為は、沿海 ・内陸双方の北京に対する遠心力を高めるのみならず実務指導者
の地位を脅かす。
このような成長と分配、効率と公平、中央の統制力の確保 と地方の活力の維持など幾重もの
ジレンマの狭間で中央当局はどのように舵を切 り、バランスを取ったのか。請負制度の微調整
を重ねる中で、中央、地方のプレーヤーの力関係はどのように変化 したのか。そして、構造変
動の環境下において新たな再分配メカニズムの模;索と構築はいかになされたのか。 これ らの成
長 と分配の政治にまつわる諸点を明らかにすることが本章の目的である。
分析の手順 としては、便宜的に次のような一連のサイクルを想定するのが適切であろ う。す
なわち(1)最 高指導者の開発イデオロギー、選好による方針設定がなされ、(II)目 標を実
現するための財政制度導入 とならんで投資が行われる。(皿:)初 期投資の結果形成 された状況
に対する反作用が起こり、その結果(IV)構 造的問題の浮上と最高指導者ないし実務指導者の
交代 によ り次のサイクルに移行す る。以下ではこうした政治過程の祖型 として毛沢東時代
(1949-78)を 概観した上で、鄲小平時代(1979-92)と 江沢民=朱 鎔基時代(1993-2002)
に展開 した経済成長 と利害調整の政治過程を分析する。
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1.毛 沢 東 時 代(1949-1978)の 概 観
いわゆる毛沢東時代の30年 間にわたる営為の積み重ねが翻って改革 ・開放の初期条件 となっ
たことか ら、改革期の前提として、また地域格差是正の政治の祖型 として、その正 と負の遺産
を把握 しておくことが有益であることは贅言を要さない。以下ではおもにヤン(Yang,1997:
第2章)に 拠 りながら毛沢東時代を概観する。
1940年 代末の人民共和国建国時点において、鉱工業生産の70%が 沿海地方(と くに上海 ・
江蘇 ・遼寧)に 集中 してお り、 さらに沿海地方の うち55%が8都 市(北 京 ・天津 ・上海 ・瀋
陽 ・鞍山 ・本渓 ・大連 ・撫順)に 集中していた。毛沢東を最高指導者 とする新政権はこうした
近代セクターの集 中を経済的合理 性、社会的公正、国防戦略の各々の観点から好ましくないと
判断し、そこで、建国直後の占領行政 と超インフレ対策が一段落した後、産業立地を是正すべ
く旧満州 と沿海大都市の既存の工業を利用して内陸開発に乗 り出した。
沿海と内陸の均等発展を目指した毛沢東らは計画経済メカニズムを通じて内陸に投資を行 う
ことで格差の縮小を図った。1952年 ごろか ら計画経済システムが導入され、第一次五ヵ年計
画(1953-57)か ら計画メカニズムを通 じた資源配分が開始された。計画経済期の再分配メ
カニズムはおおよそ次のように機能していた。内陸地方で産出され沿海地方に輸送 される農産
物 ・天然資源など一次産品価格を相対的に低く設定し、沿海地方で製造される工業製品価格を
相対的に高 く設定することで生じる 「利潤」を、国営工場から政府へ上納することで国家歳入
を確保 したのである。内陸 ・農村は一次産品を低価格で買い上げられるのみならず、高価格の
工業製品を貝冓入せざるを得ず、いわば二重の搾取を受けることとなる。 しかし、発生 した財政
赤字にっいては中央財政からの補填を受けたこと、また次で見るように、国家財政を通 じて大
規模な投資が行われたことで沿海 に流出 した価値は内陸に還元されたと見ることができる。
第一次五ヵ年計画では沿海地方集中の産業構造に修正を施すべく東北 ・華北 ・西北に重点を
置き、沿海 との均衡的発展を目指 し、156の 重点プロジェク ト中およそ5分 の4が 、そ して固
定資産投資予算中では56%が 内陸に配分された。 ところが、第二次五ヵ年計画の策定をめぐっ
て、高成長を指向する毛沢東 と安定成長を指向する劉少奇、周恩来、陳雲ら実務指導者の間で
亀裂が生 じ、その後、政治面では毛沢東の主導する時期 と集団指導の時期のサイクルが繰 り返
された。短期間に終わった実務指導者による集団指導の時期には、中央集権的経済管理を前提
に、東北 ・沿海地方の既存重工業を効率的に利用 し、軽工業 ・民生を重視する方針が打ち出さ
れた。他方、毛沢東は平等主義イデオロギーと、それ以上に国防戦略的観点から、内陸重視、
国防工業優先の開発戦略を選択 した。そして1950年 代末の大躍進政策で見られたように、複
数の独立した産業体系の構築や農村工業化を要求し、その実現のため地方の積極性を引き出す
地方分権を推進 した。この方針には地方分権により地方指導者の支持を獲得 し、さらに内陸開
発の提起により中央政府の重工業 ・国防工業部門と内陸地方指導者の支持を獲得するとい う政
治的思惑もあった。シャークはこれを 「地方に働きかける(Playingtotheprovinces)」 戦
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略 と名づけた(Shirk,1993:第9章)。 後に見るように、中央指導層内部が発展戦略について
一致 してお らず、主導権争いの余地が生じた場合には、地方政府の支持の調達により政策転換
が実現可能 となることを示 し、中国政治における一つのパターンを創 り出したのである。
1960年 代半ば以降は毛沢東が主導権 を掌握 し、内陸傾斜政策が実施 された。なかでも、
1960年 代半ばか ら1970年 代半ばまで、文化大革命 とほぼ対応する期間行われた 「三線建設」
は毛沢東時代の内陸開発の典型例 として言及に値する。内陸奥地に戦略後方基地を建設する
「三線建設」を実現するため、ピーク時の第三次五ヵ年計画期(1966-70)に は実に国家固定
資産投資の70%が 内陸に注ぎ込まれたのである。
以上のような中央による投資を保証するために 「地方が集め、中央が使 う」財政制度が選択
された。まず、各級政府が自らの管轄する企業、組織、個人などから税や利潤徴収を排他的に
担当する 「徴収コス トの安価な属地的枠組」であるいわゆる 「分級管理」システムが形成 され
た(田 島、2000:80)。 そして、地方政府が徴収 した歳入についての分配方式は 「収入を総額
分割 し、一年に一度定める」(総 額分成、一年一定)方 式が長 く用いられた。 これは地方財政
収入の総額を額の多寡に関わらず一定率で中央上納分と地方留保分に分割する方式である。一
年に一度定める点では煩瑣であるが、不安定な時期が続いたため柔軟であることのメリットが
大きく、大躍進から調整期を経て文革期に至る分権期 ・集権期 ・分権期のサイクルを通 じて手
直 しを加えられながらもほぼ一貫 して施行され、毛沢東後の華国鋒政権 もこれを踏襲 した。
こうして毛沢東時代を通 じて、均衡発展の観点から計画経済システムの下で内陸開発が推進
された結果、内陸部に重化学工業の基盤が形成 され、1970年 代半ばまでには分散的な経済シ
ステムが形成 された。確かに構造的経済格差は部分的に是正された。 しかし、内陸部の産業構
造は重工業 と農業に二元化 した。 しかも 「三線建設」は国防的観点を優先し、経済効率を無視
した投資であって、国防上、広東や福建省は前線として投資が行われず、また東北や上海など
の既存工業地帯も老朽化するなど、沿海の発展を犠牲にした上でおそろしく非効率な内陸傾斜
配分が継続されたのであった。その結果、積年の内陸投資にもかかわ らず、1970年 代におい
ても鉱工業生産の60%を 沿海部が占めたのであり、沿海依存の構図は変わらなかったのであ
る。
2.郵 小平時代(1979-1992)財 政請負制度 と沿海発展戦略
(1)開 発 イデオ ロギー と初期改革
鄲小平時代の時代精神 として 「先富論」がよく挙げられるが、開発イデオロギーとしては毛
沢東の言葉に由来する 「実事求是」(事 実に基づいて真理を求める)も 合わせ、二っ と考える
べきである。 「実事求是」は路線転換をめぐる権力政治の起爆剤 となったのみならず、改革期
を通 じた地方政府主導型発展のイデオロギー的バックボーンとなったか らである。
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A「 実事求是」と初期改革
登区小平 と華国鋒がポス ト毛沢東の継承者 としての地位 を争った際、両者はともに、毛沢東が
かつて編み出した 「地方に働きかける」戦略を採って自己の基盤を固めようとした。華国鋒は、
自らの支持基盤を固めるのに単に毛沢東思想のみに頼ったわけではなく、後に 「洋躍進」 と揶
揄されたプラン ト輸入を中心 とする総花的な大規模開発計画を打ち上げることで各地方指導者
の支持獲i得を目指 していたと見なすことができる。一方、登阿・平側も 「実事求是」「思想解放」
を掲げた。それをさらに敷衍 したスローガン 「実践は真理の唯一の基準である」は毛沢東主義
を信奉する華国鋒政権批判の非常に効果的な旗印とな り、半年にわたる 「真理基準論争」の問
に鄲小平は地方政府指導者、軍部指導者の支持を獲得 し、1978年 末の第一一期三中全会で改
革 ・開放路線への転換に成功 した。
「実事求是」はまた一面では実験的政策が効果を収めれば後には中央により追認 されること
を意味し、地方政府 ・末端の創意工夫を促すものであった。初期の例として、転換期の農業改
革や企業改革の代表例である趙紫陽の 「四川経験」や安徽:省の農業改革などを挙げることがで
きよう(三 宅、1996・1997)。 そ して地方 ・末端での自発的な改革が契機 となり、中央によっ
て農作物の政府買付価格が引き上げられるとともに人民公社体制下の集団農業政策が一部緩和、
そしてさらに自由化 されたことで、農民の生産意欲はかつてなく刺激 され、農業生産は1984
年まで年平均8%と い う驚異的な食糧生産高の成長率を達成 した(中 国統計年鑑各年版)。 加
えて生産 と流通の自由化の結果、中央の意図せざる郷鎮企業が各地で自然発生的に立ち上が り、
とくに沿海部では急速に成長 した。
:第一一期三中全会で路線転換に成功した登区小平は、改革に対する地方政府のコミットをさら
に確実にするため分権的な財政請負制度の導入へと踏み込んだ。おりしも当時の財政状況は建
国以来の危機にあり、財政改革は現実の要請するところでもあった。華国鋒政権のメガ面マニ
ア的な開発計画に沿った大規模な粗放的投資と、農産物買付価格の引き上げ、都市労働者賃金
引き上げの結果、1979年 には建国以来最大の財政赤字(170億 元)が 発生し、1980年 には続
いてなお巨額の赤字が見こまれていたため、財政均衡主義を基本 とする中央財政は財政支出の
負担増に耐えきれず、地方に歳入権限を委譲する代わりに負担を担わせることで中央政府の財
政支出を軽減 しようとしたのである。っま り、分権化は新指導部にとって政治的に唯一現実的
な選択肢であった。1980年2月 に公布、実施された制度の眼 目は、「まず豊かな地域からの財
政上納金を確保 し、中央財政の基幹を強化すると同時に、財政状況の良い地域からは一定額ま
たは比率による中央への財政上納を定める。一方、財政状況が悪く、中央からの財政支援を受
ける地域への援助額を制限し、中央の財政収支のバランスを保つ」ことにあり、地域の実情に
即 して、五っの異なる方式が採用 された(王 曙光、1996:74)。 そして、これらに共通の原則
として、①財政制度は 「一つ竈の飯を食べる」(一竈喫飯)か ら 「竈を分けて飯を食べる」(分
竈喫飯)体 制に、②財政分配は 「中央」(条 条)か ら 「地方」(塊 塊)を 主とする体制に、③中
央地方の分割比率 ・補助額は 「一年一定」から 「五年一定」に改革する方針が打ち出された
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(大橋、2000:63-64)。 この改革措置により強力な歳入増大インセ ンティブを与えられた地
方政府は 「実事求是」イデオロギーに支えられて積極的に経済発展に乗 り出し、中国特有の地
方政府主導型経済発展を実現することとなる。
B「 先富論」と沿海優遇政策
以上の改革措置と前後して、鄲小平は毛沢東時代の平等主義から脱却するため、豊かになる
条件を備 えた一部の者や地方が先に豊かになることを容認する 「先富論」を打ち出した。これ
に伴い地域開発戦略に即しては、投資効率の良い沿海への傾斜をいっそ う強めていった6。
「先富論」の精神に立脚 した1980年 代の沿海優i遇政策の理論的根拠として1982年 に提起 さ
れた 「梯度論」がよく知られている。同論によると、中国には経済発展 と技術 レベルの観点か
ら三つの地区が存在する。相対的に発展 した 「先進技術区域」、中間状態の 「中間技術区域」、
経済的に後進的な 「伝統技術区域」である。 こうした状況に鑑み、先進技術の受容 と対外開放
は、「先進技術区域」から着手 し、徐々に 「中間技術区域」「伝統技術区域」に普及 ・転移 して
いくのが、比較的効率的である。 さらに、経済発展に伴い、技術の地区間の転移は加速 し、地
区間の格差はこれにより縮小する。 この理論は第七次五ヵ年計画(1986-1990)に 盛 り込ま
れた。計画の建議においては、計画期間中と1990年 代は、まず東部沿海地区の発展を加速す
ると同時に、エネルギー、原材料の開発の重点を中部に置き、西部の任務は21世 紀に行われ
る大規模;開発の基礎作 りにあるとされた(加 藤、1997:247-248)。 こうした議論を反映 して
現実の投資においても傾斜配分がなされた。第六次五ヵ年計画(1981-85)に おいては、基
本建設投資の47.7%が 、第七次五 ヵ年計画(1986-90)に おいてはさらに増加 して51.7%が
沿海部に投 じられた7。
対外開放政策の実施は、西側 とくに華人の資金 と技術の流入をあてこんで1980年 広東 ・福
建省に4経 済特区が設けられたことに端を発 した。 しかしなが ら、当時は国内でも経済特区は
実験的な性格が濃厚と見なされていたこともあって、1980年 代前半には外資は慎重であ り、
投資は緩慢 であったため、当局が期待 した効果は直ちに得 られなかった。
以上のように、1980年 代前半の初期改革が農村と対外関係の分野で先行 したのは、両分野
が計画経済システムの辺縁に位置するため強力な既得権益層 と衝突せず、相対的に実施が容易
であったからである。農村の生産 と流通の 自由化改革は直ちに瞠 目すべき成果に結びついたも
のの、対外開放は劇的な成功を収めなかった。 ところが、このことが幸い して結果的に都市 と
農村、沿海 と内陸の格差が縮小 したため、改革の支持基盤が全国的に形成され、改革派政権を
安定 させたことにひ とまず留意 しておきたい。
6従 来の内陸重視の姿勢は三線建設の縮小など1970年 代半ばにすでに一部修正されはじめていた。
7内 陸部には各計画期間中46.5%、40.2%が 投じられた。ただし全国的投資もあるため、足 しても100%
にならない(大 西康雄編、2001:10)。
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(2)地 方側 の対抗
請負制度により強力なインセンティブを与えられた地方政府は、投資、貿易など経済管理権
限の分権化が推進 されたこともあいまって管轄地区の発展に邁進 し、地方政府主導の経済発展
が実現した。しかも1984年 には人事権も 「下二級」から 「下一級」に改め られた。すなわち、
省 レベル正副の管理は中央の管轄、省政府、県レベルは省の管轄となった。そして中共中央が
任免する幹部の数は13000名 から4200名 に大幅に減少 した(唐 、1997:79)。 省 レベルの党委
員会=政 府による人事権の掌握により、地方指導部は一体性を高め、地元の発展推進に効果が
あった。 しかし、あまりにも効果的すぎたというべきか、地方政府は自らの利益を守るために
は、中央政府 と対立するまでとなる8。
A歳 入分配方式をめぐる対立一利改税と分税制的枠組導入の試み
1980年 に定められた期限の5年 間が経った1984年 、財政改革をめぐる新たな契約を結ぶ政
府間交渉が行われた。1980年 方式では結局、中央の負担は減少せず、中央財政が毎年赤字に
陥ったことから、異なる方式が必要とされていた。折から中央政府は市場化改革をさらに推進
するため、新税制 「利改税」の実験を行っており、新税制に対応 した 「税 目区分 ・収支確定 ・
各級請負」方式に改めることが目指されたのである。(94年 に開始 された現行の分税制型の原
型 と考えて良い)。激 しい条件闘争の末、いったんは地方政府の同意を取 りつけたが、地方政
府の収入総額分割型方式を要求する声に圧 され、「不必要な矛盾を減 らし、今後の経済体制改
革に有利 とするため」棚上げされた9。 しかも利改税導入による直接納税システムへの一元化
構想 も中央生産担当省庁と地方政府の抵抗により大幅な変更を余儀なくされて結局は当初のプ
ランと 「似ても似つかぬもの」(Shirk,1993:277)と なった。
B予 算外資金の増大
中国では行政機関 ・国有企業の運営には予算だけでは機動性に欠けるため、予算外の自主財
政資金、いわゆる 「予算外資金」が存在する。予算外資金は帰属先により地方政府、行政機関 ・
事業単位、国有企業 ・監督官庁の3種類に分類される。中央政府 ・財政当局の支配の及ぼない
予算外資金の急増も改革期の顕著かつ重要な特微である。予算外資金の規模は改革期には国家
予算の80%以 上に相当するまで発達 し、財政 リソース分散の大きな要因となった(南 部、
8趙 宏偉(1998)は 、この状況を 「重層的集権体制」の深化 と表現 している。
9高 原(1996)か らの再引用、原典は田一農(1986:367)。 なお、1984年 以前に前哨戦 とも言 うべき
制度変更が試み られていたことも見過ごせない。1980年 方式の五年一定という原貝1」にもかかわらず、実
際には1982年 に収入区分型を実施 した15省 中、10省 が収入総額分割に切 り替わり、さらに1983年 には
定額上納型の広東 ・福建省を除いて全国的に収入総額分割方式を採用することが決定された。地方政府
にとっては収入区分型よりも収入総額分割のほ うが裁量の余地が多く好ましく、また地方政府には中央
財政に帰属する税 目を徴収するインセンティヴが与えられておらず、増収が得られなかったため中央政
府にとっても継続するメリットが失われていたことから期間中の方式変更が実現したのである。これは
実質上地方政府の権限拡大であることは言 うまでもない。三宅(2003)を 参照 されたい。
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1997:44)。 急増の要因は、地方政府をはじめ各単位が財政資金を予算外資金に繰 りこむ、地
方政府が管轄企業の予算外資金を金庫がわりに用いるなどさまざまな手口を用いて自らの影響
力の及ぶ資金を最大化 しようとしたためである。こうして地方政府は財政請負制度で得た剰余
以外に独 自のリソースを確保するようになり、中央による地方の統制はますます困難になって
いった。
こうした地方政府の陰に陽にの抵抗により、中央政府は財政基盤 を強化できぬまま改革を進
めざるを得なかった。のみならず、経済状況が悪化するたびに中央政府は地方の要求に応じざ
るを得ず、さらなる妥協を強いられた。1987年 には企業経営メカニズム改革についても活性
化のため利改税から請負制度(再)導 入へ後退 したのに続き、企業経営請負制度のため地方政
府収入の減少が見こまれたこと、広東省などの成功が明 らかになったことから請負制度導入の
要求が高まり、1988年 には地方の条件に合わせて六っの類型が設定され、中央財政最:後の頼
みの綱であった直轄市にも三年の期限を切ってではあるが財政請負制度が適用され、ここに請
負制度は全国化 した(大 橋、2000:64、66)。
C地 域開発政策をめぐる対立:反 梯度論と地方保護主義の台頭
一方、1984年 には本格化 した体制改革 と足並みをそろえて沿海開放の拡大も深化 した。1984
びん
年4Aに は14の 沿海開放都市が指定され、1985年IAに は珠江デルタ ・長江デルタ ・閾南デ
ルタが輸出加工区をモデルにした沿海開放地区の指定を受けた。対外開放を拡大 した中国にとっ
て幸運であったのは、1985年 のプラザ合意後、 日本円に続いて韓国ウォン、台湾 ドルが切 り
上げられ、ASEAN地 域への直接投資ブームが生 じたことである。 この流れを中国に引きつけ
ようとした1986年 の人民元切 り下げ、外資導入条件の緩和、開放地域の拡大などの措置が奏
効 し、従来慎重であった外資流入は増大に転 じ、広東 ・福建など沿海諸省の成長が軌道に乗 り
始めた。1988年 初頭に趙紫陽総書記によって提示された沿海地区経済発展戦略は、プラザ合
意後の東アジアの投資ブームを沿海地域に呼びこみ、郷鎮企業を中心とする労働集約型産業を
発展 させることを目指 したものである。のみならず、輸出加工戦略には国内の原材料と市場を
内陸に譲 ることによって、沿海と内陸の協調的かつ均衡的発展を目指す意図が含まれていた。
同戦略に基づき、1988年3.月 には遼東半島 ・山東半島など沿海開放地区の大幅な拡大へと至り、
開放地域は面積32万 平方キロメー トル、人 口1億6千 万人 となった。
こうした沿海地方優遇の地域開発政策は効を奏 し、対外開放の進展に伴い沿海開放地区がテ
イクオフし始めた。 しかし沿海地方の成長が加速するにつれて、内陸地方との地域格差の拡大
が顕在化 していった。当然ながら内陸地方は中央政府が策定した沿海優先政策を甘受できなかっ
た。すでに80年 代前半から内蒙古など内陸を中心に 「梯度論」への反対論が提起され、その
是非をめぐり論争が展開されていた し、そ して実際に、内陸地方への トリックルダウン効果を
悠長に待つことなく、内陸地方政府は自ら蓄えた資金を用いて価格体系上高利益が保証 され税
制上も優遇 される加工業へ積極的に参入 していった。当時は全般的に供給不足経済、つまり売
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り手市場であって、早期参入者の大成功を見て各地が横並びで参入したため、原材料 と製品市
場の奪い合いが生 じた。地方政府は激 しい競争から地元産業を保護するため地方保護主義的政
策を相互に取 りあい、地域経済封鎖、いわゆる 「諸侯経済」現象が各地で見られるようになっ
た10。
地方政府による投資合戦に対 しては、生産財不足、そ してインフレを引き起こし、なおかつ
産業構造の同一化を招 く重複建設 ・重複投資だとして批判の声が上がるようになり、そしてそ
の根本的要因として地方政府を歳入最大化に駆 りたてる財政請負制度に対する批判が強まって
いった。ただし、見ようによっては、内陸の地方政府にとって地方保護主義的政策は沿海地方
に対する自衛策であった と言えなくはない。こうした投資には産地産業構造の高度化により、
従来相対価格の歪みから沿海に流出してきた付加価値を取 り戻す意味もあったのである。また
運輸インフラのボ トルネ ック状況からも一定の合理性は存在 した。さらに重要だったのは、丸
川が鮮やかに描出したように、過剰投資が市場取引部分を拡大 し、市場化を促進 したことであ
る(丸 川、1999:50)。
しかしながら他方で、地域格差の拡大に対 して中央政府が無策であったわけではない。沿海
優遇政策に隠れがちではあるが、内陸支援の特別基金の設置 と財政補助の増額など内陸への配
慮 もなされていた。 とくに貧困層に対する支援は1980年 代半ばか ら本格化 した。 内陸への財
政投入には従来の 「三西資金」(西北、西南、西蔵すなわちチベ ット)に 加えて、「未発達地域
支援発展資金」、「甘粛定西 ・河西地区、西海固地区重点開発建設基金」、「扶貧救済基金」など
の基金が設けられ、70年 代末から91年 まで年額平均14億 元程度が投入 された。財政補助につ
いても1980年 、少数民族地区に配慮して中央からの財政援助額を毎年10%ず つ増やす累進補
填方式が とられた。 ところが、1980年 代初頭か ら中央政府財政はすでに赤字であって、地方
への国債割 当などにより均衡 を保ってきたものの、同後半には地方政府財政も全般に赤字とな
り、資金援助は壁にぶつかった。そして1988年 の財政制度の変更により、財政補助の逓増は
中止、定額補助に変更されたため、補助率の低下を招いた(丸 山、1994:21-24)。 この例か
らも1980年 代末までに中央の利害調整能力が著しく低下していたことが明らかである。
D政 治背景からの分析
では、なぜ中央政府は税財政過程の透明化、そして財政均衡を犠牲にしつつ財政、地方開発
において地方政府に対 して 「譲歩」を続けたのか。直接的には、財政、地方開発 とい う政策領
域の性質上、地方政府の協力が不可欠であったことによる11。とくに財政収入に関しては地方
政府 に依存 した 「安価な財政制度」であったためなおさらであった。 しかし、より大きな政治
10「 諸侯経済」現象にっいてはさしあた り加藤(1997)を 参照。
11た だし、中央も省 レベルの地方政府にのみ依存 していたわけではない。地方経済の中核である地方大
都市の改革を通 じて地方大都市に影響力を及ぼし、省政府を抑制しようとした形跡がある。この点にっ
いては三宅(2000)を 参照。
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的背景を看過 してはならない。計画経済から市場経済への移行期にあり、さらには指導部の世
代交代とい う権力の移行期のさなかにあった中央政府の不安定性が政策決定に影を落 としてい
たのである。ここでは、1980年 代を通じて総理 として、後には総書記として経済政策 と市場
化改革の実務を担当する位置にあった趙紫陽を中心に一連の過程を捉えなおすことで複雑な政
治状況の再整理か ら趙紫陽の 「変化」について考えたい。
1984年 以降の改革 ・開放の本格化により、市場化推進 ・計画経済の維持をめぐってさまざ
まな方面で摩擦が高まっていたことは周知の通 りである。少なくとも次の四つの対立面を挙げ
ることができる。一つは世代間対立である。 「八老」と呼ばれる建国の元勲を頂点とする長老
世代が80歳 代にしてなお健在であり、政治局、中央委員会など政治過程に介入する権限を確
保 していた12。彼 らの多くは改革 ・開放に対 して良くて懐疑的であり、政治改革については民
主化(「ブルジョワ自由化」)に 反対、経済改革については市場化へ反対 して計画経済の堅持を
求め、そのような指向を持つ人材 を自分達の代表として60歳 代の実務家指導部に送 りこんで
いた。 これとからんで、二つ目に、共産党 ・中央政府内部に、市場化改:革の推進を指向する部
門、生産力の増大を優先する部門、計画経済の枠組維持を指向する部門と三つの異なる指向の
部門があり、党官僚問対立がくすぶっていた13。三点 目に、改革派 とされるグループ内部にも
改革の方法論、順序などをめぐり主導権争いが存在 した14。最後に、中央内部での不協和音は、
地方にも響き連動した。地方政府 も立地や産業構造により自ず と利益が異なるが、とくに内陸
と沿海の断絶は顕著であることはすでに沿海優遇政策についての対立を通 じて見たとお りであ
る。付言すれば計画経済の枠組の中でしか運営されたことのない資源産業 と重工業を抱える内
陸地方政府は当然ながら市場化に強い抵抗感を有 した。
以上の対立を財政請負制度についての評価に引きつけて見るならば、次のように整理するこ
とができる。生産力の増大を重視する生産力重視派からは、請負制度を多方面へ普及すること
が有効な改革 として捉えられた。逆に、市場化改革を推進する市場化重視派か らは、中央 と地
方の交渉によって上納率 ・額が決定される不透明な請負制度は市場化に逆行するものであった。
他方、計画を通じた中央統制に重きを置 く中央統制派は地方分権化に懸念を抱き、当然ながら
請負制度に対 しては混乱の元凶として批判的であったし、さらに地方政府 レベルでは請負制度
によって利す るところの大きい沿海地方が支持者 となり、必ず しもそ うではない内陸地方政府
は積極的な支持者ではなかった。
12例 えば政治機構 としても1982年 には中央顧問委員会が設置され、1992年 まで続いた。
13同 様の観点から高原(1994、1996)は 、生産重視型改革派、財政金融重視型改革派、中央統制派 と
分類 し、生産重視型をほぼ改革派と捉えているが、筆者は高原 と異なり、生産重視型が必ずしも改革派
とは限らないと考えている。筆者の言 う生産力重視派においては生産力が増大しさえすれば、市場でも
計画でも構わないのである。この政治背景の分析に関する詳細な議論は三宅(2003)で 展開されている。
14経 済環境を安定させた上での総合改革を主張する穏健派グループと所有制改革先行を主張する急進派
グループが存在 した。例えばFewsmith(1994)を 参照。
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このように、似通った指向を有する長老、計画経済部門、内陸地方が実際に連繋すると中央
のみならず全国的な反改革連合が形成 されるため、趙紫陽としてはそうした事態に至 らぬよう
潜在的な反対者の分断と支持基盤;の拡大、少なくとも改革に反対 しない中立層の増加を目指 し
たのであ り、地方の政治的支持を必要 としていた。貧困層への直接援助もそうした努力の一環
とい う面をもっていたと解釈できよう。
しかも趙紫陽は経済運営にあたって高成長 と社会の安定、そのためのマクロバランス維持
(財政均衡)と い う両立困難な二っの目標 を課 されていた。市場化改革が難局に至ると、事態
打開のため、中央集権化、現行の市場化改革の徹底、大幅な分権化の三つの選択肢があり得た。
最終的に1987-88年 ごろには、趙紫陽は従来の市場化改革よりも、最後者、請負制度による
生産力増大を優先 したように外部から観察された。 こうした趙紫陽の 「変化」についてはこれ
までに二種類の説明がなされてきた。後継者競争を強調するシャーク(1993)は 李鵬首相 と
の後継者競争における支持基盤拡大とい う政治的思惑から(代 理)総 書記に就任後請負制度支
持に転換 したと主張する。一方、高原(2001)は 、地方の国営企業の現実に直面 したためと、
経済的理由をより重視する説明を行っている。これらの説明は相互に補完的と見なしてよい。
つま り、経済的現実に直面 し、成長による計画経済部分の相対的縮小によって市場化への過程
と受けとめ、なおかつ政治的な支持拡大を意識したものと解釈できよう。改革 と高成長の要請
から均衡を冒してでも沿海重視による高成長に踏み切った結果、沿海発展戦略、請負制度の拡
大を選択 したのである。換言すればパイの拡大により歳入増を達成 し問題を解決、突破、いわ
ば拡大均衡を目指 したのであった。
このよ うな政治力学的観点に立っならば、例えば1988年 の財政改革で計画経済システムの
心臓部である上海に請負制度を導入したことについても、財政部の歳入確保 という観点か らは
地方への 「譲歩」 となるが、生産力増大の観点からは大きな得点であ り、市場化重視の観点か
らも計画経済の弱体化 とい う点において進歩と見なせるのであって、中央政府の改革推進勢力
と地方の利害が一致した といえる。趙紫陽の 「変化」についても必ずしも従前の立場を捨て去っ
たわけではない と解釈できよう。
しか しながら、請負制度には大きな落 とし穴があった。すなわち、改革と成長促進の要件は
満たすが、もう一つの課題であるマクロバランスの安定、ならびにそのための中央財政の改善
は満たすことが出来ないのである。そ してパイの増大による歳入増の見込みは地方政府の非協
力により以前から裏切 られてきていた。こうして中央財政の悪化とマクロ調整能力の低下が表
裏一体に進行 した結果、中央 と地方の力関係の変化を引き起こした。移行期特有の政治的分裂
状況下で、中央政府は地方政府への依存を強めてお り、地方は リソースを自己増殖 させっっ交
渉力を増 していたのである。 さらにこの請負制度 と沿海優先の選択は、沿海地方に対するコン
トロールが低下す る一方、他方では内陸地方を疎外するデメリッ トが存在 した。援助を打ち切
られ発展戦略からも疎外 された内陸地方政府は改革に慎重な方面 との連繋を強めた。いったん
改革が躓き、趙紫陽の立場が危 うくなると、こうした不満が噴出する素地が形成されていた。
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鄲小平の指示によって着手 された1988年 の価格改革 に伴 う混乱はまさに趙紫陽の後退の契機
となったのである。
3.江 沢民=朱 鎔基政権下の政策展開(1993-2002):
再分配メカニズムの構築に向けて
(1)開 発 イデオ ロギーの変化:「 先富論」か ら 「共富論 」へ
1990年 代に政権を担った李鵬 ら中央統制派にせよ、朱鎔基 ら市場化推進派にせよ、立場は異
なるものの、分権化改革のもたらした1980年 代末の混乱を克服するため、中央集権的再分配と
格差縮小、均等発展を目指した点で政策は一貫した(前 者は行き詰ま り、後者によって受け継
がれる)。ただし、いわゆる 「共富論」が明確に掲げられるのは1990年 代半ば以降のことである。
A天 安門事件前後の政策転換:90年 代初頭の状況
価格改革の頓挫により、天安門事件後以前の1988年 秋からすでに趙紫陽は経済政策運営の
主導権を失い、姚依林、李鵬 ら計画経済を信奉する中央統制派による緊縮政策が実施 された。
さらに、天安門事件後には趙紫陽の推進した沿海優遇政策と財政請負制度からの方向転換が図
られた。内政上、計画経済の枠組を重視する新指導部への支持獲得が必要であり、計画システ
ムを通じて関係が深 く、そ して趙紫陽の政策に対 して不満を抱いていた内陸の支持を引きつけ
るためにも、また同時に、深刻化 していた格差拡大への対策が急を要していた点からも内陸優
遇への転換が模索された。他方で、登区小平の立場は弱まっていたものの、郵の 「先富論」も開
放政策も全面否定することまではできなかった。その結果、第八次五ヵ年計画期(1991-95)
においては沿海内陸の同時発展追求へと転換が行われ、また、地域別開発政策から部門別産業
政策へ と重点が移 り基幹部門の発展が強調 されることとなった(こ れに伴い、「梯度論」は言
及されな くなった)。
そ して政策転換は沿海の特権が取 り上げられるのではなく、内陸に沿海同様の優遇措置を与
えるとい うかたちで行われた。その結果、興味深いことに、むしろ中央統制派主導とされる時
期に開放政策は全国化 したのである。 まず発展の停滞 していた上海 について、1990年4月 に
上海浦東地区開発が決定され、1992年 には東部沿海か ら長江沿いの港湾都市を伝 って西南部
へ と推進するシナ リオが描かれ、政策転換を象徴する巨大プロジェク トとして三峡ダム建設が
着手 された。 また、1992年 前半には 「全方位開放」として内陸の18省 都、13の 国境沿いの辺
境開放都市、6つ の長江沿岸開放都市など次々と開放都市が指定され、その各々に辺境経済協
力区、開放技術区などが設けられた。これ らの先行 した沿海開放政策に沿江(長 江流域地域)
沿辺(国 境地域)を 加え 「三沿開発」とも称された。
さらにこの時期には、深刻化 した地域保護主義と地域格差拡大の問題の原因として財政請負
制度が批判され、かつて棚上げされた分税制的枠組が中央集権化的意味合いを強めて再度提起
246
第10章 中国の経済発展 と利害調整(三 宅)
された。1988年 に施行された請負制は本来三年間の期限を設けていたこと、そして1990年 は
翌年からの 「第八次五ヵ年計画」と 「国民と社会発展十ヵ年計画」の草案審議の年に当たって
いたことか ら、この年には歳入分配方式を定めるべく議論 も活発化 した。こうした気運を背景
に、1990年9月 、第八次五ヵ年計画 と十ヵ年計画の草案審議の過程で開かれた省 レベル責任
者会議の場で、李鵬首相は財政部の策定した中央集権的な分税制を提起 した。 ところが、広東
省の葉選平、上海市の朱鎔基など地方政府の指導者は猛反発 し、これに七、人人が同調 して中
央案を撤回に追いこんだとい う(Naughton,1995:283)。 地方指導者の強硬姿勢の背景には
鄲小平の支持があったとい う説が広く伝えられている。 こうした説の是非はともか く、いずれ
にせよ、またしても中央政府の意図に反 して請負制度が継続 されることとなったのである。
B南 巡講話と経済過熱
1988年 後半以降の緊縮政策により国営企業の運転資金の流れが途絶 し、天安門事件後には
企業間の多角的な債務の連鎖、いわゆる 厂三角債」問題が各地で発生 した。この間、国営企業
が集 中している東北地方はとくに深刻なダメージを受け、景気回復を牽引したのは、集権 的計
画経済の枠外にある郷鎮企業や私営企業ならびに外資系企業であった。こうした企業は長江デ
ルタ、華南地域に多く、沿海地方内部でも明暗が豁然 と分かれていった。かくして計画経済的
手法には戻れないことが誰の 目にも明らかになりつつあった1992年 初、安定成長では周辺諸
国に追いつくことができず、国内の要求も満たせないとして、登区小平は南方視察の途上におい
て経済成長への檄:を飛ばした。この 「南巡講話」の強烈な圧力を受けて、改:革は再び加速され、
同年秋には中共第14回 党大会で社会主義市場経済体制の確立がコンセンサスとな り、全面的
市場化への道が開いた。また1992年 中には価格改革 も峠を越え、市場化にさらに拍車がかかっ
た。「南巡講話」は地方政府に熱狂的に歓迎 され、この年、久 しぶ りに二桁の高成長を達成 し
た。海外も好感 を示し、外資の流入も1992、93年 の2年 間には倍増、また倍増した15。
しかし、高成長の内実は全国的な開発区投資ブーム、株式投資ブームが生 じた結果であ り、
経済ブームに敏感に反応 した地方政府は農地をつぶして開発区に転用する一方、農業支援資金
や農民の貯蓄や出稼ぎ農民の送金を開発資金に流用 したため、1992年 末から農村部では農民
暴動が頻発 し、当局を震撼させた。しかも都市部ではインフレ傾向が明白とな り、天安門事件
前のインフレ率を越えつつあった。言 うまでもなく財政 ・税制 ・金融の中央集権化改革に失敗
していたことが経済の過熱化に響いたのである。 さらに財政請負制の継続の結果、1990年 代
初頭まで中央財政は赤字が拡大 したのみな らず、国内総生産(GDP)に 占める国家歳入の比
率も、1978年 の31.2%か ら1993年 には12.6%と 低下の一途を辿った。中央歳入の国家歳入 に
占める比率も、1978年 の15.5%か ら1984年 には40.5%に 達 したものの、1993年 には22.0%に
15実 際利 用 額 は1991年 の115.54億 元 か ら92年 の192.02億 元 、 さ らに93年 に は389.6億 元 に 達 した(中 国
統計 年 鑑2000年 版)。
247
第2部 アジア諸国の政治経済
表3「 二つの比率」の推移(%)
原出:『 中国統計年鑑:2001年 版』
表4歳 入出の推移
歳 入 歳 出
中 央 地 方 中央の比率 中 央 地 方 中央の比率
1978 175.8 956.5 15.5% 532.1 590.0 47.4%
1979 231.3 915.0 20.2% 655.1 626.7 51.1%
1980 284.4 875.5 24.5% 666.8 562.0 54.3%
1981 311.1 864.7 26.5% 625.7 512.8 55.0%
1982 346.8 865。5 28.6% 651.8 578.2 53.0%
1983 490.0 876.9 35.8% 759.6 649.9 53.9%
1984 665.5 977.4 40.5% 893.3 807.7 52.5%
1985 769。6 1235.2 38.4% 795.3 1209.0 39.7%
1986 778.4 1343.6 36.7% 836,4 1368.6 37.9%
1987 736.3 1463.1 33.5% 845.6 1416.6 37.4%
1988 774.8 1582.5 32.9% 845.0 1646.2 33.9%
1989 822.5 1842.4 30.9% 888.8 1935.0 31.5%
1990 992.4 1944.7 33.8% 1004.5 2079.1 32.6%
1991 938.3 2211.2 29.8% 1090.8 2295.8 32.2%
1992 979.5 2503.9 28.1% 1170.4 2571.8 31.3%
1993 957.5 3391.4 22.0% 1312.1 3330.2 28.3%
1994 2906.5 2311.6 55.7% 1754.4 4038.2 30.3%
1995 3256.6 2985.6 52.2% 1995.4 4828.3 29.2%
1996 3661.1 3746.9 49.4% 2151.3 5786.3 27.1%
1997 4226.9 4424.2 48.9% 2532.5 6701.1 27.4%
1998 4892.0 4984.0 49.5% 3125.6 7672.6 28.9%
1999 5849.2 5594.9 51.1% 4152.3 9035.3 31.5%
2000 6989.2 6406.1 52.2% 5514.3 10365.1 34.7%
単位:億 元、歳入には債務収入を除く。
原出:『 中国統計年鑑2001年 版』
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漸減 していた。 また、財政 リソースの政府 間配分 も、 中央財 政 は1978年 には47.4%を 占めて
いたが、1993年 には28.3%に 低下 した(表3、4を 参 照)。 これ ら中央歳入 の 「二つの比率」
の低下は 当局の危機感 をいっそ う強めた。加 えて、内外 の開発資金 は広東省 など投資効率の良
い沿海部に集 中し、格差拡大 を助長 した(加 藤i、1997=第8章)。
(2)朱 鎔基の台頭 と中央集権化改革
A財 政金融改革
上述の未曾有の危機がまさに進行中の1993年 春、心臓病の発作のため李鵬首相は入院を余
儀iなくされ、第一副首相であった朱鎔基に リーダーシップが交代 した。朱鎔基はまず金融秩序
の混乱を回復すべく自ら中国人民銀行の トップに着任、マクロコン トロール強化を断行すると
同時に積年の課題であった財政制度改革にも着手した。
改革の核心たる分税制導入の狙いは中央財政の増収による財政の再配分機能 とマクロ経済管
理能力の強化、重複建設 ・重複投資や不合理な産業構造の是正、財政制度の規範化にあった。
1990年 に全国的導入は地方政府によって拒否 されたものの、1992年 には一部地区での実験:に
漕ぎつけてお り、次なる課題はその全国化となっていた16。
1993年 夏に準備された分税制案には税制改革、徴税系統の分離、徴税事務の区分、政府間
財政関係の調整 といった豊富な内容が盛 り込まれ、国家財政収入における中央比率を60%に
引き上げることが目標に掲げられた(田 島、2000:90)。 とくに中央税 ・共有税を徴収する中
央政府直属の徴税機構の設立、後発地域への交付金制度を設けて再配分機能の強化を図るなど、
中央集権化の意図が顕著である(交 付金制度は、中央政府が財政収入の60%、 財政支出の40%
を確保 し、その差額の20%を 交付金に充当するものである)。
ところが、地方政府 との交渉過程においては請負制度に既得権益を有する沿海地方への大幅
な譲歩が行われた。すなわち、1993年 の財政収入レベルの保証、第九次五 ヵ年計画のは じま
る1996年 までは減免税などの既得権限を保持す るなどむ しろ沿海地方を保護す る内容となっ
た。こうした上で反対派代表格であった広東省をまず説得 し、再分配を期待する内陸の支持を
得て、1993年11月 に導入決定に成功し、1994年 からの施行が実現した。付随して、地方債の
禁止、予算外資金の抑制、地方政府の徴収金の税金化など地方政府の リソースに制限を加えた
ことも手伝 って1994年 は大幅な歳入増 を達成 した。1993年 の957.5億 元か ら1994年 には
2906.5億 元に増加 し、国家財政中55.7%を 占めるに至ったのである(表4)17。
なお、金融方面においても、1993年11月 の三中全会で採択された 「社会主義市場経済体制
の確率の若干の問題に関する中共中央の決定」の第19条 に沿って、人民銀:行の中央銀行化、
16一 部地 区が受け入れた理由の一つは実験に伴って与えられる優遇措置にあるという。筆者による社会
科学院系シンクタンク所属研究者へのヒアリング(2000年9月 、北京)。
17導 入をめぐる政治過程については大橋(2000)、Lee(2000)な どを参照。
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政策銀行の設立、そして商業銀:行の発展など銀行制度の改革が進められた。 さらに、銀行の地
方支店が事実上地方政府の影響下にあり、投資のコン トロールができていなかったことに鑑み、
人民銀行は1999年 から行政区を越えた九大区分行体制を導入した(大 橋、2000:79-80)。
B「 中央の権威」の確立
一連の中央集権化改革が実現 したのは、地方との交渉において過去の経験から学んだ戦術的
成功もあるが、1980年 代の限界と1990年 の導入失敗 と比較するならば経済危機 に瀕 した新中
央指導部が強い危機感を抱き、優先順位が一致 したことが大きかった といえる(三 宅、2001)。
1980年 代には趙紫陽の改革は多元化し分断化 した政治状況の中で行き詰まった。また1990
年の事例においては天安門事件の際に長老 らによって擁i立されて間もないとい う政治的背景か
ら、当時江沢民総書記はなお脆弱な立場にあった し、李鵬ら計画経済維持派による安定志向の
経済運営に対 しては改革 と成長を説き続ける郵小平の圧力と介入が地方政府に不服従の余地を
与えた。 これに対し、1993年 には政治的に以前 と比べ中央指導部は凝集力をもちやすい状況
にあった。1992年 の 「南巡講i話」以降、第14回 党大会までに計画経済維持派の影響力は低下
していた。また同党大会で中央顧問委員会が廃止されたことに象徴 されるように長老世代 も政
治過程か ら遠 ざかるようになっていた。加 うるに朱鎔基が生産担当省庁の上位機構である経済
貿易委員会の初代主任であったことが影響を及ぼ したことは容易に推測できよう。
1993年 の危機前後には分権化のもたらした地方主義の高まりに内外の注目が集まり、ユーゴス
ラヴィアのような国家分裂までもが危惧されるまでに至っていたのであって、財政金融改革は中央
新指導部の試金石となっていた18。江沢民=朱 鎔基政権は中央集権的制度の導入を断行し、中央
の権威のさらなる分散化の進行にひとまず歯止めをかけた。そしてさらなる 「中央の権威」確立の
ため、「伝家の宝刀」である省レベル人事異動を頻繁に行う一方で 「反腐敗運動」を発動、二方面
から指導体制の再構築に取 り組んだ(同 時に軍部対策もなされたのは言 うまでもない)。前者では
省委書記、省長の人事異動のみに限っても全国60ポ ス トのうち、1993年 に各11名 、1994年 に各
6・名、1995年 に省委書記4名 ・省長6名 について異動が行われ、さらに1997年 末から1998年8
月にかけては30省 にわたる人事異動が行われた(唐 亮、2000:270)。 後者では北京市党政府機
関を摘発、1980年 代以来長年にわたって北京市を牛耳ってきた政治局委員を失脚 させ江沢民はそ
の政治力を誇示 した。
C地 域傾斜政策
制度改革 と並行 して、内陸発展政策、貧困対策が次々に打ち出されたことも見落としてはな
らない。第八次五ヵ年計画期における内陸支援策として、沿海での成功に学び、1993年2月
18胡 鞍 鋼(1999)に 当 時 の政 治 的 背 景 の 一面 が述 べ られ て い る。 ま たEcoηo〃z絃September25,1993、
November6,1993などで進 行 中 の税 財 政 改 革 とそ の実 現 性へ の懐 疑 が言 及 され てい る。
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「中西部地区郷鎮企業発展加速に関する決定」において郷鎮企業育成のための貸付資金が設立
された。そ して1994年 には、従来の貧困対策の経験を踏まえた総合政策として、2000年 まで
の7年 間に8000万 の貧困層の基本的解消を目指 した 「八七貧困扶助計画」が公表された。「計
画」の対象に指定された県は雲南、陝西、貴州、甘粛、河北、四川、河南など内陸部に多く、
事実上の内陸支援政策 と見なすことができる19。こうした地域発展政策の転換や支援の拡大に
は財政的裏付けが必要であったが、分税制はいまだ機能 しておらず中央政府にはリソースが無
いため、可能な限 り中央の財源に依存しない政策を案出する必要があった。そこで、直接外国
投資を招く開発区の設置や、郷鎮企業の育成プログラム、地域問協力などが打ち出されたので
ある(Yang,1997:第6章)。
1995年 初ごろから鄲小平の影響力は後退 し、独 り立ちしはじめた江沢民は、1995年9月 、
第14期 中央委員会第5回 全体会議でそのマニフェス トとして毛沢東の 「十大関係論」を踏まえ
た 「一二大関係論」を打ち上げた。「社会主義現代化建設における重大な関係を正 しく処理す
る」一二項目に挙げられたのは次の通 りである。①改革 ・発展 ・安定の関係、②速度と効率の
関係、③経済建設 と人口、投資、環境との関係、④第一次、第二次、第三次産業の関係、⑤東
部地域 と中西部地域 との関係、⑥市場メカニズムとマクロコン トロールとの関係、⑦公有制経
済とその他の所有制経済との関係、⑧所得分配をめぐる国家、企業と個人の関係、⑨対外開放
の拡大 と自力更正の堅持 との関係、⑩中央 と地方の関係、⑪国防建設と経済建設の関係、⑫物
質文明の建設と精神文明の建設 との関係。このうち、地域格差については少なくとも⑤で直接
言及されたほか、間接的な言及が全体にちりばめられ、格差に対する問題意識の強さを反映 し
ている(中 共中央文献研究室編、1998)。
また、同会議では 「第九次五ヵ年計画(1996-2000)と2010年 までの長期計画」の草案も
提起、討論された。内陸地方政府の突 き上げを受けて、1996年3月 に第八期全国人民代表大
会第四回会議で承認 された 「第九次五 ヵ年計画 と2010年 までの長期計画」では、地域間バラ
ンスの追求を目標 とし、中西部地域への政策について詳述した。その第2節 「国民経済社会発
展の指導方針 と奮闘目標」第8項 において、「地域経済の協調発展を堅持 し、地域発展格差を
次第に縮小し、九 ・五計画期には内陸の発展を重視 し、格差が拡大することを緩和する政策を
実施 し、積極的に格差を縮小することに着手する」とした上で、六項 目の支援政策を挙げた。
政策の内容 自体は、中西部の資源開発 とイ ンフラ建設を推進 し、そのために中西部への傾斜的
投資または誘導政策を実施するほか、さらに安価な人件費を利用 した比較優位産業の育成 し、
貧困層には引き続き公的扶助を行 うなど妥当なものである。開発資金としては中央の投資、外
資導入のほか、沿海の援助増大を呼びかけた(栗 林、1997:150-155)。 なお、この時点で複
19同 「計画」の一環として1996年10月 の決定では富裕地方 と貧困地方のカップリングによる経済協力
が進められることとな り、北京=内 蒙古、天津=甘 粛、上海=雲 南、広東二広西、江蘇=陝 西、浙江=
四川、山東=新 疆、遼寧=青 海、福建=寧 夏、深?・ 青島 ・大連 ・寧波=貴 州のペアが特定された。 「人
民日報」1997年1,月8日 。高原(1997)も 参照。
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数の成長地域を設定した七経済区域構想が提示 されたのは、沿海地方と内陸地方双方の要求を
受け入れた妥協の産物と思われる。
(3)地 方の対応 と内陸開発の展開
こうした中央政府による積極的な中央集権化攻勢に、地方政府はどのように対応 したのか。
一つのメルクマールとしては分税制のパフォーマンスを見るのがよい。興味深いことに、分税
制i導入直後1994年 にいったんは増大 した中央政府歳入はその後1994年 のレベルには回復せず、
減少傾向を示 した後、安定 しつつある(表3、4参 照)。
減少傾向にはいくつかの原因があ り得る。1997年 段階におけるノー トンの指摘によると、
中央直属の国税局がなお十分に機能 していないことが無視できない。従来通り、地方税無局が
徴集する地方歳入が着実に増加 しているのに対 して、中央の出先機関は地方税務局内部に置か
れているケースが多く、そして業務を代行する地方税務局には中央上納分徴集のインセンティ
ブが欠如 していた。また、企業の予算外資金が取 り消され予算内に繰 りこまれたことが1994
年の増収につながったものの、今度は 「制度外資金」が急増 してお り新たな問題 となっている。
これは新たな制度に対して地方が自衛策を取 るようになった現れ とも解釈できよう。ただ し、
分税制は請負制度よりも成長部門を捕捉してお り、国税局の業務強化など今後の徹底によっで
は増収成果があがることが期待できる20。
また歳入は経済状況の影響を受けざるを得ない。市場化の進展に伴い、1990年 代半ばには
国有企業問題が正念場を迎えていた。問題 を複雑化 したのは1992、93年 の経済ブームに乗 じ
た過剰投資のもた らした混乱である。1994年 から引締めが本格化 した後、1996年 ごろようや
くインフレ抑制 と経済成長を両立する 「軟着陸」に成功 した。ただし、過剰投資の結果、従来
の供給不足から需要不足の 「過剰経済」が生 じる一方で、経営悪化に陥った企業や投資の中断
した開発区は不良債権化 し、再び 「三角債」問題が浮上 した。っまり、各級政府は景気後退に
よる歳入減に悩んだのみならず、上述の中央政府の徴税に対する地方政府の非協力問題も加わ
り、結局、1990年 代を通 じて中央財政は赤字基調が続き、しかも1997年 下半期にはアジア経
済危機の影響が加わ り、赤字幅は拡大した。
歳入減は再分配機能にも影響を及ぼす。格差問題については、上述の方針の提起 と取 り組み
にもかかわ らず、外資流入の偏差などの拡大要因もあって格差は縮小しなかった。内陸産業の
農業 ・国有企業の二元構造は変わ らず、農業は以前から被保護部門となっていた上、経済状況
悪化 と競争激化により国有企業が経営不振であって、最後まで統制下に置かれた資源価格も十
分に引き上げられていなかった。か くして従来の政策では格差縮小はな らず、新たな突破 口が
必要 とされるようになっていた。1997年4月 の重慶の直轄市昇格決定はそ うした突破 口を開
ける動きとして注目された。同決定は進行中の三峡ダム建設 とからめ、五ヵ年計画で定められ
20Naughton(1997)、制 度 外 資 金 につ い て は例 え ば賈 康 ・閻 坤(1999)、 第3章 を 参 照 。
252
第10章 中国の経済発展 と利 害調整(三 宅)
た長江上流地域の内陸開発の拠点としての役割を期待されたものである。この時点ではまず西
南部開発を先行 させ、後に2010年 ごろ西安を中心 とした西北部の開発に乗 り出す予定であっ
たようである(1997年8,月 、重慶市での筆者のヒアリングによる)。
ところが1999年 に入 ると、 さらに大規模な内陸開発計画、いわゆる 「西部大開発」が提起
された。 この政策転換の背景には幾つかの要因が考えられる。建国50周 年 と間近に迫る新世
紀、そ して次の党大会(2002年)を 意識 した政治的アピールが一つ。98年 来のデフレ傾向に
加え、アジア経済危機により外需が期待できず、内需拡大を目指 したこと。また、WTO加 盟
を間近に控えて改革を内陸部の促進する意図も指摘 されている(加 藤、2000)。 さらに、対象
地域が従来の西部に内蒙古 自治区(中 部)、 広西壮族 自治区(東 部)を 加えた12省 ・市 ・自治
区になってお り、少数民族問題への配慮が前面に出ている21。同計画は従来の内陸開発政策 よ
りも総合的 ・体系的であ り、市場メカニズムに基づいた開発を目指している。ただし、資金面
では、500億 元規模の 「西部開発債」の発行 も着手されているものの依然として厳 しい状況に
あり、 日本のODAに 大きな期待が寄せ られている所以である。
おわ りに
中国経済の初期条件として、巨大規模;の国土と人口を擁iし、地方ごとの要素賦存と発展段階
が大きく異なるため、経済成長に伴い地域的不均衡が生 じることは不可避である。それゆえ歴
代の指導者 はその時々の問題意識に則 り、成長 と分配のバランスを取るためさまざまな取 り組
みを行ってきた。ポス ト毛沢東時代には社会秩序の安定 と経済成長の持続が中国共産党による
統治の正統性の根拠 となっただけに成長 と分配、中央統制 と地方政府の活力のバランスなどの
ジレンマはいっそ う深まった。
地域間再分配をめぐる基本的な開発イデオロギーは、毛沢東時代の 厂均富論」、登区小平時代
の経済効率を重視する 厂先富論」から、1990年 代半ばには公平に配慮する 「共富論」へ と変
遷 し、これに伴い、地域開発計画は内陸重視の 「三線建設」から 「沿海地区経済発展戦略」、
そして90年 代初頭の 「全方位開放」を経て、90年 代末の 「西部大開発」へ と展開を遂げてき
た。そして、地域開発計画の裏付けとなる財政制度もまた、計画経済期の総額分割方式から、
財政請負制度を経て、分税制にと変化 した。
これ ら一連の政策転換、制度変更はタイ ミング良くまたスムーズになされたのではない。経
済成長に伴 う利害調整のもっとも重要な局面は中央 と省 レベルの地方との問での歳入分配 と再
分配的意義を有する地域開発計画をめぐる交渉である。そこでは党中央と中央政府内部の対立
や沿海地方政府 と内陸地方政府の指向と利害の一致 と不一致が折々に変化しつつ、全国を巻き
21指 定を巡る激烈な競争については、佐々木智弘(2001)を 参照。
253
第2部 アジア諸国の政治経済
込む複雑な合従連衡の権力闘争を伴 うダイナ ミックな政治過程が展開される。 しかも、改革期
を通 じて中央 と地方の力関係は大幅に変化 した。中央政府は当然成長を目指すが、持続的成長
の環境確保のため、マクロ経済の安定に対 しても責任を負 うと同時に、成長がもたらす構造変
動をも調整 しなくてはならない。地方政府にはマクロ経済調整に関する権限もインセンティブ
も与えられておらず、地方政府間で激 しく競争する一方、中央政府に対 しては自らに有利な開
発構想には積極的にコミットし、そ うでないものには自衛策を講 じて対応 した。そして財政、
地方開発には業務の性質上地方政府の協力が必要であり、当時の多元化 した政治環境か ら各種
改革には地方の政治的支持が必要であった。このことは分権化により経済的 リソースを蓄えて
いた地方の交渉力をさらに高めることとなった。地方の既得権益に抵触する分税制改革は危機
的な状況に押されてやっと実現したのである。中国の経済体制移行の成功要因 と喧伝されたい
わゆる 「漸進的改革」の漸進性はこうした政治過程の結果でもあった といえる。
したがって、格差問題についても成長 と分配の優先順位の決断と決断に伴 う利害調整 という
政治の問題であると捉えることが必要であり、本稿では経済学では照射 されることのない政治
力学的側面にまで立ち入って分析 を加 えることで政治 と経済、財政改革:と地域開発の連関性を
明確にすることができた。それは次のような一連の過程 と変化 として再整理できる。
毛沢東時代晩期の文化大革命による十年間の空費を取り戻すべく、鄰小平は分配 よりも成長
を優先させる決断を下 した。そして地方に人事権も含めた大幅な分権化を行い地方の活力を引
き出すことで地方政府主導型経済発展による持続的成長、生産力の増大を実現し、計画経済か
らの脱却 に貢献した。その中核にあって推進力を与えたのは財政請負制度であった。ところが、
財政請負制度は諸刃の剣でもあった。財政の基本機能が公共財の整備、経済のマクロコン トロー
ル、再分配であるとするならば、中央財政を弱体化させ、中央政府の調整力を低下させたこと
からは財政請負制度は制度 として失格 と言わざるを得ない。そ して計画経済の桎梏を打ち破っ
ても直ちに市場経済への移行が完了するわけではない し、新たな再分配メカニズムが機能 しは
じめるわけでもない。
再分配については、そもそも改革期初期における農業改革の先行が再分配機能に相当する格
差縮小効果を生じたことによって持続的成長の政治的経済的基礎が築かれた。経済成長は大多
数の国民の生活水準向上をもたらしたし、改革期には毛沢東時代 と比べれば自由度は増 した。
一例を挙げると改革開始時点か ら絶対的貧困層は大幅に縮小 した。世銀は2億7000万 人から
7000万 人に縮小 したと算定 している(WorldBank,1997a)。 しか し、縮小は経済成長によ
るパイの拡大の賜物であって、制度化された再配分メカニズムの機能によるものではない。 し
たがって、旧制度から新制度 に移行 中の1980年 代は危機の連続 となったのも不思議ではない。
しかも1980年 代は改革の深化につれて旧制度支持者の抵抗は激化する一方で新制度支持者
を満足させるまでの改革は実現 していない過渡期であった。政局運営が困難を極めるなか、従
来、安定成長下での穏健な市場化改革を推進 してきた趙紫陽は生産力増大に重点を置く改革の
加速へ踏み切 り、請負制度を拡大 し、沿海発展戦略を打ち出 した。ところが鄰小平が予定外の
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価格改革前倒 しを要求 したことによりシナ リオに狂いが生じ、実施面でも混乱を引き起こした。
一方で地方政府は着実に経済政策面での発言力を高めてお り、天安門事件後も成長と改:革に重
点を置く鄲小平の存在により、中央集権化が 目指 されなが らも財政請負制度の修正にまで踏み
込む根本的解決は先送 りされた。その結果、当然なが ら格差問題は1980年 代末から1990年 代
初頭にかけて顕在化 した。1990年 代初頭までの中国ではバランスを保つための微調整の手段
が欠如 しており、政治的決断によって過熱から緊縮に揺れる、幅の大きな変動が避iけられなかっ
た。
1992年 からの改革 ・開放の再加速は経済混乱 と格差拡大の激化をもたらし、農村部の農民
暴動 と都市部の高インフレを引き起こした。 こうした社会危機に直面 した江沢民=朱 鎔基政権
は、世代交代、左派の後退などの政治環境の変化 も手伝って再配分メカニズムの再構築優先で
一致 し、財政金融制度のオーバーホールに着手、大幅な譲歩をしながらも分税制の導入に成功
した。直接的には制度機能そのものよりも中央の意思が貫徹 したとい う政治上の象徴的意味合
いのほうが大きい。これを一っの契機 にかつての社会秩序の不安定化か ら立ち直 り、中央の権
威の確立にも成功 したかのように見える(も っとも、中央は地方を従える振 りを、地方は中央
に従 う振 りをしているのかもしれない)。
そ して高成長よりも中央の統制を確保 した上での内陸部への分配へと方向転換がなされ、西
部大開発が新たに打ち出された。しかし、分税制によって集中化した財政 リソースを格差拡大
阻止のために内陸開発に投ずるとい う意図を中央政府がもっていたのであれば、現時点ではそ
の 目論見は外れたと言わざるを得ない。2001年 度についても2516億 元 と大幅な財政赤字が生
じたことからうかがわれるように(中 国統計年鑑2002年 版)、 西部大開発は実施段階に入った
ものの、資金的にも政治的にもまだまだ不安定要素が多い22。また2001年 秋念願 のWTO加 盟
実現によって、脆弱な内陸産業、とくに農業の問題が改めて優先課題 となった(2002年 度政
府活動報告、2002年3月17日 付 「人民 日報」)こ とからも明らかであるように、今後 とも地域
間の再分配問題は持続的成長のみならず国家の将来そのものを左右 しかねない問題であり続け
ることは間違いない。
翻って、分税制システムは中央と地方の権限区分の明確化、管轄政府ごとの企業区分、所有
制改革の未徹底などの問題点が残ってお り、国税局もなお十全に機能 しているとは言えず、改
善の余地は大いにある。また中央の地方依存が相対的に低下したとしても、中央による地方の
監視の必要性はなくなる訳ではない。
加えて、改革期を通 じて市場化の進行 とともに財政から金融へ とマクロ政策手段の比重がシ
フ トす るなか、金融制度の整備問題は深刻化 している。1997年 のアジア経済危機の教訓は金
融制度の整備の必要性であり、その前提は不良債権整理である。マクロ政策でできることの限
22例 えば開発計画は内陸の期待を高めただけに失敗 した場合には幻滅をもたらしうる。少数民族対策 と
しても、漢族による開発は漢族化をもたらし、かえって少数民族の民族意識を高めることにもなりうる。
実施が速やかになされたとしても、問題が多発する可能性が高い。
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界もあ り、結局はミクロレベルの各級政府管轄下にある国有企業改革に向き合 う必要がある。
現実にも1998年 に打ち出された朱鎔基首相による行政改革は中央 レベルの生産担当省庁に大
胆なス リム化を迫 り、企業の管轄 とい う建国以来メスを入れられてこなかった根本部分にも市
場化改革の手が届きつつある。ところが、再分配をめぐる政治の考察から明らかとなったのは、
中央政府 と社会の間のメゾレベルに位置する地方政府が成長と再分配のカギを握る構造であり、
実は、地方政府 と企業の癒着構造こそが問題の核心なのである。今後は地方政府改革が避 けて
通ることのできない問題 として浮上することが確実視される23。
優れた政治経済体制 とは国内の活力 と多様性 とを保ちなが ら秩序 と安定とを与えるものであ
り、中央 と地方の関係においては地方の活力を保ちなが ら富の再分配を行 うものである。趙紫
陽がかつて試み、江沢民 ・朱鎔基が導入に成功 した分税制は良き統治の礎 となる可能性を持つ。
それだけに胡錦濤=温 家宝新指導部は、構造的格差へのマクロ、メゾ、 ミクロの噛み合った体
系的対策 による利害調整メカニズムの確立という建国以来の難題 との取 り組みにさらに踏み込
んで行かねばならないのである。
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